
１．はじめに

　ダイヤ改正時には，列車ダイヤの作成に加えて，付随
する車両等のリソースの使用計画も作成する必要があ
る。その 1つである車両運用計画は，ダイヤ上の各列車
に充当する車両編成や，各車両編成の運行スケジュール
を定めた計画である。車両運用計画により，その列車ダ
イヤを実現するために必要となる車両編成数が決まるた
め，作成担当者はなるべく効率がよい計画の作成を求め
られる１）。
　効率的に車両を使用するため，旅客需要の多い朝の通
勤時間帯は各列車の両数を多くする一方で，需要の少な
い昼間時間帯は少ない両数で運行するなど，柔軟な輸送
力設定が可能であることが望ましい。そのため，多くの
路線において，各列車の両数を柔軟に変更するために，
編成の分割併合を含んだ車両運用計画が作成されてい
る。一方で，分割併合作業には一定の時間および作業員
が必要となるため，なるべく少ない方が望ましい。
　現在も，車両運用計画の作成は担当者の経験やノウハ
ウに基づき作成されている。しかし，作成に要する時間
が膨大であることや，技術継承の課題，担当者の能力に
依存した品質となるなどの課題がある。そのため，コン
ピュータによる自動作成技術の実用化が望まれている。
　本稿では，分割併合を含む路線を対象とし，運行効率
性の尺度である交番日数や回送距離を低減するととも
に，分割併合をなるべく抑制するための車両運用計画の
自動作成手法を提案する。その上で，実際の列車ダイヤ
データを対象とした提案手法の有効性の検証結果につい
て述べる。

２．車両運用計画の作成

2. 1　車両運用計画の概要
　列車ダイヤを所与とし，ダイヤ上の全列車に必要な車
両を充当し，各車両の使用スケジュールを定めたものが
車両運用計画である。実際には，1営業日単位のスケ
ジュールである「仕業」と，仕業の順序を定めた循環計
画である「交番」を作成する。仕業作成においては，あ
る充当列車から次の充当列車への接続（つなぎと呼ぶ）
の際には，必要な間合い時間を設ける必要がある。交番
作成においては，ある仕業の終了駅と次の仕業の開始駅
が一致している必要がある（交番の最後の仕業は，その
終了駅を最初の仕業の開始駅に一致させる）。
　本稿では，それ以上切り離すことが出来ない，複数車
両のまとまりを「ユニット」と呼ぶ。通常，交番は車両
形式ごとに，また同じ車両形式でも両数が異なれば，そ
れぞれで作成される。本稿では，両数が異なれば，たと
え形式が同一でも別の形式として扱う。
　車両運用計画作成における重要な制約条件として，一
定周期ごとに車両検査を実施する必要がある。本研究で
は車両検査の中で最も周期の短い仕業検査を考慮する。
　交番における仕業数は対応する形式のユニットの最低
必要数を意味するため，リソースの効率的な使用の観点
で仕業数はなるべく少ない方が望ましい。また，車両基
地に戻す等の理由により，旅客の輸送をせずに車両を移
動させる回送が必要になることがあるが，このような回
送も少ない方が望ましい。
　日本国内の多くの路線において，分割併合を含む車両
運用計画が作成されている。「分割」とは複数のユニッ
トからなる編成の切り離しを意味する。「併合」とは複
数のユニットの結合を意味する。分割併合により，旅客
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需要に応じた効率的な列車運行が可能となる一方，分割
併合には作業員が必要であり，一定の作業時間が必要で
あることから，その回数は少ない方が望ましい。
　図 1には，車両運用計画の例を示している。○は仕業
の開始（出区），△は仕業の終了（入区）を意味する。
列車 2M，6M，9Mは列車線が二重線となっているが，
これは 2つのユニットが併合した編成として運行する
ことを意味する。ここで，左側の線が進行方向に向かっ
て前編成，右側の線が後編成を意味する。また，2Mの
運行後には分割が，6Mの運行前には併合が行われてい
る。一方，図 2には図 1の計画の交番を示している。
仕業 3に仕業検査が含まれているが，仕業 1から順に
充当されることから，6日に 1回仕業検査が実施され
る。交番における仕業数（「交番日数」と呼ぶ）はその
車両運用計画での運行に必要となるユニット数を示すた
め，この例では最低でも 6ユニットが必要である。

2. 2　編成の分割併合と扱いの難しさ
　本稿では分割併合を許容するものの，なるべく分割併
合回数が少ない計画作成を目指す。そのためには，編成
の分割併合が起きているか否かを，判断する手法を構築
する必要がある。しかし，分割併合が起きるか否かは，
単につなぎ前後の列車のユニット数だけでは判断ができ
ず，各ユニットが編成内のどの位置にあるかにも依存す
るため，分割併合の有無の判断は非常に難しい。

　図 3に例を示す。（a）では，折り返し場面で 2つのユ
ニットの前後が入れ替えられているため，分割併合なし
に，そのまま折り返すことが可能である。しかし，（b）
ではそのままの折り返しでは実現できず，いったん分割
し，前後を入れ替えた上での併合が必要となる。（c）の
例では，2Mおよび 4Mがそのまま折り返しとなってい
るが，（d）では 2Mおよび 4Mのそれぞれのユニットを
組み替えて 1Mおよび 3Mに充当しているため，分割併
合作業はそれぞれで発生する。このような複雑な分割併
合は非効率であるため，実際には許容されにくいが，自
動作成手法では何らかの制御をしないと，頻発する恐れ
がある。

2. 3　既往研究
　車両運用計画の自動作成に関する既往研究は欧米をは
じめ国外で盛んであり，数理最適化手法の適用例が多い。
例えば Alfieri et al.２），Borndörfer et al.３）などの研究が
挙げられる。国外の研究はネットワークフロー問題とし
てのモデル化が主流であるが，Giacco et al.４）は巡回セー
ルスマン問題（Travelling Salesman Problem：TSP）と
してモデル化し，検査制約を満たす手法を提案している。
一方で，近年では日本国内の路線を対象とした研究も散
見され，今泉ら５），大槻ら６）の取り組みがある。
　このように車両運用計画の自動作成に関しては多数の
研究が行われているが，編成の分割併合に着目した研究
は数が限られる。国外では Fioole et al.７），Peeters and 
Kroon８），国内では Tsunoda et al.９）などが挙げられるが，
これらは分割併合の作業回数の抑制までは考慮しておら
ず，結果として，分割併合が多発する非実用的な計画が
提案される可能性がある。

2. 4　問題定義
　本稿では，なるべく短時間での計画案作成を目指すた
め，下記の前提条件を置く。
・計画作成対象の列車ダイヤは所与とする。
・ 各列車について，どのユニットをいくつ充当するか，
あらかじめ決まっているものとする。また，各列車の

図1　車両運用計画の例

図2　交番の例

図3　分割併合の複雑さ
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最大ユニット数は 2ユニットとする。
・ 回送は自動作成時に設定するが，各列車間のつなぎで
回送可能な時間が確保されている場合にのみ設定可能
とする。
　以上の前提のもと，対象の全ての形式について，仕業
と交番を作成する。評価指標は，総仕業数，総回送距離，
分割併合回数の 3点とし，どの項目を優先するかはユー
ザがパラメータで指定できるものとする。

３．本研究のアプローチ

3. 1　採用する数理モデル
　2.3節で述べたように，既往研究の多くは数理最適化
手法を適用している。また，数理最適化の中でも，適用
する数理モデルとしては，ネットワークフロー問題，集
合分割問題，TSPの大きく 3つが挙げられる。
　この中で，交番を作成，仕業検査周期制約を充足し，
その上で分割併合を考慮という本研究の目的を踏まえた
場合，一度の求解で交番を作成でき，仕業検査周期制約
を考慮可能な TSPを基本とし，その拡張により分割併
合に対応することが，計算負荷抑制の観点からも望まし
いと考えられる。よって，本研究では，文献 4の TSP
に基づく数理最適化モデルを採用する10）。

3. 2　基本ネットワークモデル
　TSPとしてモデル化するために，ネットワークを構
築する。まず，各列車に対応するノードを設ける。そし
て，列車間で車両運用のつなぎが可能である場合に，対
応するノード間でアークを張る。また，そのつなぎが回
送を含むか否か，仕業検査を含むか否かにより，4種別
のアークを設定する。よって，2つのノード間に複数の
アークが張られることになる。各アークのコストは，交
番日数，回送距離，分割併合回数（詳細は後述する）を
目的関数に反映できるように設定する。このネットワー
クを対象に TSPとして求解すると，解として得られる
巡回路が本手法で作成する交番となる。
　図 4に，6列車での基本ネットワークと巡回路の例を
示す。左図は基本ネットワークであり，6つのノードが
設けられている。ノード間には複数のアークが張られて
いるが，上述の 4種別の中で設定可能なアークのみ張ら
れている。このネットワークにおいて，右図のような全
てのノードを経由する巡回路を求める。

3. 3　分割併合を考慮するためのモデルの拡張
　前節で示したネットワークモデルは，各列車に対し 1
つのユニットを充当することが前提である。本稿では 2
ユニットまで充当することを許容し，また分割併合を想
定するため，以下の拡張を行う。

　まず，TSPのネットワークについて，2ユニットの列
車はその列車に対応するノードを 2つ設けることとす
る。その上で，2つのノードを識別するために，「編成
内位置」を定義する。編成内位置とは，2ユニット列車
における当該ユニットの地理的な位置を意味するもので
ある。まず，1ユニット列車については，編成内位置は
0と定義する。2ユニット列車については，地理的な情
報をもとに編成内位置を 1もしくは 2で定義する。例
えば，東側に位置するものを編成内位置 1，西側に位置
するものを編成内位置 2とする。2ユニット列車の終端
駅での折り返しの際には，そのまま折り返す場合，地理
的な位置は変わらないはずであり，上記で定めた定義に
より，つなぎの前後での編成内位置の変化により，分割
併合の有無を判断できるようになる。
　編成位置の情報からどのように分割併合回数をカウン
トするか，以下で分割と併合に分けてその詳細を述べる。
3. 3. 1　分割回数のカウント方法
　どの編成内位置からのつなぎであるかにより，下記
（A）～（C）の 3通りに分かれる。
（A）編成内位置 0からのつなぎの場合
　1ユニット列車からのつなぎとなるため，つなぎ先に
関係なく，分割は発生しない。
（B）編成内位置 1からのつなぎの場合
　つなぎ先の列車の編成内位置により，分割の発生有無
が変わる。
（B-1）編成内位置 0へのつなぎの場合
　2ユニット列車から 1ユニット列車へのつなぎとなる
ため，分割をカウントする。
（B-2）編成内位置 1へのつなぎの場合
　2ユニット列車から 2ユニット列車へのつなぎとな
り，また編成内位置は同一である。編成内位置 2のユ
ニットが同一であれば，分割は生じないが，もし異なる
場合には分割が必要となり，カウントする必要がある。
よって，編成内位置 2のユニットに依存する。

図4　基本ネットワークと巡回路の例
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（B-3）編成内位置 2へのつなぎの場合
　2ユニット列車から 2ユニット列車へのつなぎとなる
が，編成内位置は異なる。編成内位置が異なる場合には
必ず分割が必要となるため，分割をカウントする。
（C）編成内位置 2からのつなぎの場合
　2ユニット列車からのつなぎであるため，分割が発生
する可能性がある。しかし，もし発生する場合には，編
成内位置 1のユニットで（B-2）もしくは（B-3）でカウ
ントしている。よって，ここでのカウントは不要である。
3. 3. 2　併合回数のカウント方法
　基本的な考え方は分割と同様であり，つなぎの前後が
逆になる。どの編成内位置へのつなぎであるかにより，
下記（D）～（F）の 3通りに分かれる。
（D）編成内位置 0へのつなぎの場合
　1ユニット列車へのつなぎとなるため，つなぎ元に関
係なく，併合は発生しない。
（E）編成内位置 1へのつなぎの場合
　つなぎ元の列車の編成内位置により，併合の発生有無
が変わる。
（E-1）編成内位置 0からのつなぎの場合
　1ユニット列車から 2ユニット列車へのつなぎとなる
ため，併合をカウントする。
（E-2）編成内位置 1からのつなぎの場合
　2ユニット列車から 2ユニット列車へのつなぎとな
り，また編成内位置は同一である。編成内位置 2のユ
ニットが同一であれば，併合は生じないが，もし異なる
場合には併合が必要となり，カウントする必要がある。
よって，編成内位置 2のユニットに依存する。
（E-3）編成内位置 2からのつなぎの場合
　2ユニット列車から 2ユニット列車へのつなぎとなる
が，編成内位置は異なる。編成内位置が異なる場合には
必ず併合が必要となるため，併合をカウントする。
（F）編成内位置 2へのつなぎの場合
　2ユニット列車へのつなぎであるため，併合が発生す
る可能性がある。しかし，もし発生する場合には，編成
内位置 1のユニットで（E-2）もしくは（E-3）でカウ
ントしている。よって，ここでのカウントは不要となる。

４．数理最適化問題としての定式化

　3.3節で述べた分割併合への対応の考え方を，3.2節
で示した基本ネットワークモデルに導入する。具体的に
は，（B-1），（B-3），（E-1），（E-3）の場合は，必ず分割
または併合が発生するため，それに伴うコストを当該の
アークに付与する。また，（B-2）および（E-2）の場合は，
分割または併合が発生するか否かは，編成内位置 2のユ
ニットのつなぎが同様であるか否かに依存する。よって，
これらについては論理条件で考慮する。

　以上の考え方に基づき，混合整数計画問題（Mixed 
Integer Linear Programming：MILP）として定式化する。
使用する記号を表 1に示す。なお，アーク種別の 1～4
は，3.2節で述べた 4種類のアークそれぞれに対応する。
　制約条件は，割当制約，部分巡回路除去制約，仕業検
査周期制約，論理条件に基づく制約，変数制約の 5種類
から構成される。

表1　定式化で使用する記号の定義

〈割当制約〉

∑
k∈K

∑
j:（i,j,k）∈A

xk
ij＝1, ∀i∈V  (1)

∑
k∈K

∑
i:（i,j,k）∈A

xk
ij＝1, ∀j∈V  (2)

　式 (1)はネットワーク上でノード iから出力するアー
クから 1つのみ，式 (2)はノード jに入力するアークか
ら 1つのみ巡回路として選択されることを示す。
〈部分巡回路除去制約〉

∑
j∈V

yij＝∑
h∈V

yhi＋1, ∀i∈V \｛0｝ (3)
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∑
k∈K

xk
ij , ∀i, j∈Vyij ≤ |V|  (4)

∑
j∈V

y0 j＝1 (5)

　部分巡回路とは，ネットワーク上の一部のノードのみ
で構成される巡回路を意味する。これは交番上の一部の
仕業のみで巡回してしまうことを意味し，全仕業で巡回
するという交番の要件を満たせず，仕業検査周期制約を
満たす保証ができない。式 (3)～(5)の制約式により，こ
の部分巡回路の発生を防ぐことができる。
〈仕業検査周期制約〉

 (6)

 (7)

 (8)

　式 (6)は直近の仕業検査からの経過日数を算出する式
である。式 (7)は仕業検査周期下限，式 (8)は仕業検査
周期上限を意味する。式 (6)～(8)により，仕業検査周期
制約を満たすことができる。
〈論理条件に基づく制約〉

∑
k∈K

∑
k∈K

xk
ij－ xk

pi pj
 ≤ ri , ∀i, j∈V1 (9)

　3.3節で述べたように，編成内位置 1からのつなぎの
分割は論理条件で把握するが，式 (9)はその制約式を示
す。分割が生じる場合は，ri＝1となり，分割をカウン
トする。

∑
k∈K

∑
k∈K

xk
ji－ xk

pj pi
 ≤ si , ∀i, j∈V1 (10)

　同様に，編成内位置 1へのつなぎの併合は論理条件で
把握するが，式 (10)はその制約式を示す。併合が生じ
る場合は，si＝1となり，併合をカウントする。
〈変数制約〉

 (11)

yij∈Z +, ∀i, j∈V (12)

 (13)

ri∈{0, 1}, ∀i∈V (14)

si∈{0, 1}, ∀i∈V (15)

　式 (11)～(15)は各変数の取りうる値，範囲を示す。

 
(16)

　式 (16)は目的関数である。第 1項は交番日数，第 2
項は回送距離，第 3項は分割併合回数に対するコストを
意味する。それぞれに重みパラメータα，β，γ（い
ずれも 0以上とする）を乗じ，その合計値を最小化する。

５．ケーススタディ

5. 1　対象路線データ
　開発した自動作成手法の性能を確認するため，実在す
る路線データを用いて検証した。検証対象路線は，国内
の実在する A～Dの 4路線，および仮想的な線区 Eの
計 5路線である。各データの詳細として，列車数（1ユ
ニット列車数，2ユニット列車数の合計），2ユニット
列車数，車両形式数，路線長を表 2に示す。
　ケーススタディでは，重みパラメータα，β，γを
変更することで，意図する計画が得られるか確認した。
また，路線 Cや Eなどの規模の大きなデータに対し，
実用時間内に結果が得られるかについても確認した。
　最適化計算の計算時間は，一律で 10,800秒を上限と
した。計算には，Windows10 Pro，CPU Core i7-8700K，
メモリ 64GBの PCを使用し，MILPの求解には，数理
最適化ソルバーGurobi Optimizer 9.1.1を使用した。

表2　各路線データの問題規模

5. 2　作成結果と考察
　各データに対し，提案手法を適用した結果を示す。重
みパラメータについては，下記の 3通りを設定した。

∑
k∈K

∑
j:（i,j,k）∈A

∑
k∈K

∑
h:（h,i,k）∈A1∪A3

zk
ij＝ （ck

hi xk
hi＋zk

hi）

∑
k∈K

∑
h:（h,i,k）∈A2∪A4

ck
hi xk

hi , ∀i∈V＋

lxk
ij ≤ zk

ij , ∀（i, j, k）∈A2∪A4

uxk
ij ≥ zk

ij , ∀（i, j, k）∈A

xk
ij∈｛0, 1｝, ∀（i, j, k）∈A

zk
ij ≥ 0, ∀（i, j, k）∈A

⎫
⎬
⎭

⎧
⎨
⎩

∑
（i,j,k）∈A

∑
（i,j,k）∈A

α ck
ij xk

ij＋β d k
ij xk

ij

∑
（i,j,k）∈A

∑
i∈V1

＋γ ek
ij xk

ij＋ （ri＋si）
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（1）　α＝1，β＝0.001，γ＝0
（2）　α＝1，β＝0.001，γ＝0.001
（3）　α＝1，β＝0.001，γ＝0.1
　（1）は交番日数および回送距離を考慮し，分割併合回
数は考慮しない場合，（2），（3）は分割併合回数も考慮
するが，（3）はより重視した場合を意味する。
　表 3に，路線 A～Cを対象に提案手法を適用した結果
を示す。「データ」は路線および重みパラメータの組合
せを意味する。同様に，路線 D，Eについて，表 4に各
項目を示す。ただし，2形式であるため，交番日数およ
び回送距離は各形式の値を記している。
　表 3をみると，路線 A～Cのいずれも，重みパラメー
タ（1）では回送距離は少ないものの，分割併合回数が
非常に多い。一方，（2）および（3）では，分割併合回
数も大幅に低減できていることがわかる。各路線の（2）
と（3）を比較すると，回送距離は（2）の方が，分割併
合回数は（3）の方が少ないことがわかる。以上の結果は，
重みパラメータがその意図通りに作用していることを示
している。なお，交番日数はいずれの路線でも重みに関
わらず一定となっている。これは，今回の路線データで
は，（1）～（3）において，交番日数に対する重みが，回
送距離，分割併合回数に対する重みより十分に大きく設
定できていることを意味するとともに，同じ交番日数で
も，実行可能な多様な計画案が存在することを示してい
る。以上の傾向は，表 4でも共通していることがわかる。
　一方，計算時間をみると，（2）や（3）は，（1）に比
べ計算時間を要することがわかる。これは，（2）や（3）

では分割併合に対し重みが付与されていることから，定
式化上で論理条件に基づく制約式が必要になることが要
因と考えられる。この傾向は路線 Cで顕著であり，（2）
や（3）では既定時間内に計算が終了しなかった。路線
Cは列車数が多いだけでなく，2ユニット列車数が多い
ことから，分割併合が可能な候補箇所が多く，それが求
解を困難にしている要因の一つと考えられる。

６．まとめ

　本稿では，編成の分割併合を含む路線を対象とした，
車両運用計画の自動作成手法を提案した。分割併合は輸
送力の調整や効率的な運行に寄与する一方で，その作業
には労力や時間を要するため，作業回数はなるべく少な
い方が望ましい。そこで，数理最適化モデルの 1つであ
る TSPによりモデル化するアプローチを採用した。そ
こでは，仕業数や回送距離に加え，分割併合回数を減ら
すことを指向するものとした。実在する路線データを含
むケーススタディにて，交番日数，回送距離，分割併合
回数のいずれも低減した。以上より，実用的な計画を短
時間で作成できることを確認した。
　今後は，各列車に対する 3ユニット以上の充当，また
そのときの分割併合への対応など，実用を踏まえた様々
なケースへの対応を検討することで，車両運用計画自動
作成手法の実用化につなげたい。
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